第２５回八代地域審議会発言要旨
	委　員
	事　務　局

	地域審議会の役割と運営要領について

	これまで各地域審議会において傍聴者は何人いたのか。
	平成23年度以降は一般傍聴者はいない。これまで報道機関が来ることはあった。平成23年度以前については確認後報告する。

	住民自治に関するアンケートについて

	市と地域協議会が提携する「パートナー協定」とはどのようなものか。
	　市と地域協議会が今後対等な立場で協力していくという決意表明のようなものである。

	地域協議会設立後、公民館主事はどうなるのか。
	管理のため常駐することにはなる。地域でできる仕事は地域で行うといった役割分担に関する話し合いをしていくことになる。

	このアンケート調査は、地域審議会委員のみを対象としたものか。
	その通り。

	地域協議会という組織で利益を得た場合、営利事業団体として税金を納めなければならないのか。税制上の位置づけと将来どういう立場を目指しているのかを問いたい。

	地域協議会はNPOに近い団体を想定しており、最終的には各地域で独立した組織になることを目指している。税制上の立場について確認後回答する。

	地域協議会が設立すると、総社協は解散となるのか。
	まったく別の組織であるため、総社協の存続には関係しない。
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